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技術士　第二次試験　模擬答案用紙

経験業務１：泥炭質軟弱地盤における崩壊原因調査

１．業務の名称等
名称：小規模河川改修工事に伴う調査設計業務委託
時期：平成○○年○○月～○○月
場所：一級河川○○川　○○県○○町○○

２．業務の概要と私の役割
　河床掘削を主体とした河川改修に伴う護岸安定のため、深層混合処理工法により軟弱高有機質土層を改良したにもかかわらず、施工中に崩壊を生じた箇所があった。

私は管理技術者として、業務全体の管理と崩壊原因調査の立案、各種解析検討、崩壊復旧対策および今後の崩壊防止対策の立案を担当した。

３．私が担当した部分の内容と技術的特徴・課題

　調査地は高有機質土を主体とした軟弱沖積層が分布する典型的な溺れ谷である。

地質調査の結果、深層混合処理の改良杭がなぎ倒されるように破壊を生じていること、河床部のＡｐ層が著しい強度低下を生じていることが判明した。

　また、調査前に改良杭の既往チェックボーリング試料を観察したところ、Ａｐ層改良部分は強度が著しく不足しているばかりか、まるで未改良のように見え、発注者・施工者とも首をひねっていた。
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図－１　崩壊箇所の模式断面図
４．私自身が創意･工夫した点とその成果および理由

（１）フミン酸によるセメント水和反応阻害の究明

改良杭のチェックボーリング試料観察結果から、単なる施工不良や添加量不足ではなく、顕著なセメント水和反応阻害があったことを察知し、有機物組成に原因があることを予見した。

そこで、通常の軟弱地盤調査に加えて高有機質土の有機物組成分析を提案・実施したところ、木質部起源の有機物で、セメント水和反応を阻害する性質があるフミン酸が、崩壊箇所付近で局所的に多く含まれており、これが改良杭強度不足の主原因であることを突き止めた。

さらに、室内力学試験により、河床部掘削に伴い受働側のＡｐ層で応力開放による著しい強度低下があったことを把握し、改良杭強度不足と受働側Ａｐ層の強度低下により、改良杭が曲げ破壊を生じたものと判断した。

以上の検討結果に基づき、復旧工法として、河床および堤防法面下部の受働側Ａｐ層を改良する浅層混合処理工法を提案した。また今後の事業継続に際し、改良杭の連結打設、Ａｐ層の有機物組成調査と改良材選定も含めたきめ細かい設計見直し検討、および後述の微地形解析の実施を提案した。

（２）空中写真による微地形解析の導入

フミン酸の局所的濃集の原因を探るため、空中写真による調査地付近の微地形解析を行ったところ、旧河道跡がいくつか認められ、フミン酸濃集箇所付近で現流路と交差していた。このことから、河道跡が埋積される過程で、水流の影響等により木片などの木質部が選別・集積されたことがフミン酸濃集の要因と推定した。

この成果をもとに、微地形解析により旧河道を把握して、フミン酸濃集を予見しつつ事業を継続していくことを提案した。

その後、この方法でいくつかの河道跡が抽出され、うち２箇所でフミン酸濃集地点が発見された。これに対応して改良材や添加量の見直し検討などが行われ、平成11年までに当該事業は無事完了した。

５．現時点での技術水準からみた評価と将来展望

有機物組成に原因があることを調査計画段階で察知し、ただちに適切な調査を提案・実施したことが、最小コスト・最短時間での原因究明につながり、施工中の崩壊であったにもかかわらず、施工工程への影響を最小限にとどめることができたと考えている。

当時はまだ報告事例が少なかった特定有機物のセメント水和反応阻害が原因であることをいち早く察知できたのは、日頃から各種文献に目を通していたおかげである。この経験から、文献雑誌や講習会等を通じた常日頃からの専門的知見収集の重要性を痛感し、労を惜しまず技術力の維持・向上に努めるよう心がけている。

現在では、同様の報告事例も多くなり、これに対応した改良材も増えている。改良材選定も、改良対象土の腐食酸量などや改良材のCaＯ含有率・ＳO3含有率・ＳＡＣ含有率・セメント係数など、さまざまな指標を使って配合試験前の段階で効率的に行えるようになっている。こうしたことから、今後同様の事例に遭遇した場合、より効率的に高度な調査設計を行うことができると思われるので、機会があれば今回の経験を生かしたいと思っている。

―以上―

経験業務２：公有水面埋立工事に伴う軟弱地盤調査

１．業務の名称等
名称：○○○○○○○○○○○○埋立工事土質調査
時期：平成○○年○○月～○○月
場所：○○港　○○県○○町○○地先

２．業務の概要と私の役割
　本業務は、公有水面埋立工事に伴う軟弱海底地盤調査であり、海上ボーリング・ヘドロ厚調査・室内土質試験および地質総合解析・軟弱地盤解析から成る。

私は主任技術者として、業務全体の管理と地質総合解析・軟弱地盤解析を担当した。

３．私が担当した部分の内容と技術的特徴・課題

　沖積上部層はＮ値０～２回、qu≦40kN／㎡の軟弱粘性土で、層厚約10ｍを有する。また、海底表層には約１ｍの層厚でヘドロと称される超軟泥が堆積している。同様のヘドロが見られた近隣埋立地では、埋立土量が見込みを２割以上上回り、発注者にはヘドロへのめり込みが原因という思いがあった。さらに埋立に伴ってヘドロが盛り上がり、供用開始後も沈下に悩まされていた。本埋立地でも同様のことが懸念されたため、ヘドロの特性把握と埋立に伴う挙動予測が課題であると考えた。

４．私自身が創意･工夫した点とその成果および理由

ヘドロは浮遊ヘドロと定着ヘドロに分類され、報告事例によれば、支持力は浮遊ヘドロ底面で１kN／㎡、定着ヘドロの底面で17kN／㎡程度である。
そこで、底面応力を１kN／㎡と17kN／㎡になるように調整した載荷板の静的貫入量を測定してヘドロ厚さを調査するとともに、定着ヘドロおよびその下位の粘性土の不撹乱試料を採取し、物理試験および力学試験を行った。

その結果、圧縮指数は粘性土・定着ヘドロとも0.3～0.5であまり差がない一方、間隙比は深度が浅くなるに従って指数関数的に大きくなり、粘性土で1.5前後であったものが定着ヘドロでは2.0～5.0に至ることが判明した。図－１にｅ～ logｐ曲線模式図として示す。


図－１

ヘドロと粘性土の

ｅ～logｐ曲線模式図
　この調査結果をもとに沈下解析を行ったところ、ヘドロだけで50～60cmの沈下が見込まれ、ヘドロ分を考慮しない場合に比べ約30cmの沈下量増加となった。これは全沈下量の約20％にあたる。このことと、沖積粘性土の過圧密領域における沈下量を見込んでいなかったことが、隣接埋立地での土量増大の原因と判断された。

　以上の調査解析結果に基づいて沈下量を算定し埋立土量を決定するとともに、浮桟橋工法により厚さ１ｍ（定着ヘドロの支持力より決定）で均等に盛土を行うこととした。本工事は現在陸上盛土中であるが、ヘドロ盛り上がりもなく、土量もほぼ予測通りとなる見込みである。

５．現時点での技術水準からみた評価と将来展望

ヘドロ層に着目したことで、隣接埋立地で発生した問題の多くが解消できた。

　近隣埋立地は盛り上がったヘドロが塑性化し、陸上構造物施工に伴う変形や二次圧密に現在も悩まされている。本埋立地ではこのような問題はほとんど発生しないと期待され、この点で、本調査はライフサイクルコストの縮減にも少なからず寄与できたものと考えている。

ごく浅い深度のヘドロや超軟弱粘性土のせん断・圧密挙動については、まだまだ研究の余地があると思われるので、今後も機会をとらえて探求して行く所存である。

―以上―
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平成14年度の合格論文を、平成18年度までのＡ４サイズ600字詰答案用紙に落としたものです。当時は4000字だったことなどにより、６枚では収まっていません。










